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Abstract
This is Part 4 in a series of misunderstandings on Japan＇s ODA. Part 1 described 
some misunderstandings derived from the definition of ODA, then Part 2 highlight-
ed misunderstandings about Japan＇s ODA budget and its executing mecha-
nism, while in Part 3, several misunderstandings concerning quality of Japan＇s 
ODA were reported. Finally, in this report, the author will discuss Japanese taxpay-
ers’ misunderstanding of Japan’s ODA due to lack of dynamic issues and the de-
creased number of ODA-related news articles. It will also reveal that the Japanese 
mass media depends much on the statements of the Ministry of Foreign Affairs or 
Japan International Cooperation Agency （JICA） on ODA.
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（ 1  ）国際会議の例では，2002年の「開発と環境」地球サミットがあり，環
境問題に限らず，貧困問題などの記事も多く採り上げられた。
（ 2  ）累積債務救済などの運動が世界的に高まった，2000年と2005年には記
事数が集中している。
（ 3  ）日本国内では，ODA 関連の改革が具体化した年には，記事数は増大
する。例えば，2003年には ODA 大綱の改定，2005年の ODA 実施体制
出典：筆者作成
年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
Ⅰ．国連･国際機関・国際会議での議論
1318121）どな議会発開カリフア，トッミサ球地（議会際国．１　
　２．国連・国連機関・国際金融機関総会 9 4 7 1 18 5 1 4 1
42915）どな成育材人，民難，療医礎基（案提別野分．３　
　４．国別提案（支援国会議など） 2 5 1 2 3 6 1 3 3
Ⅱ．政府･自民党・省庁





5171267策応対別国．６　 8 7 5 5 1 1 1 2
2111）どな交外ADOるよに等相首（他のそ．７　
Ⅲ．研究者・国民などの声
1応対議会際国。革改連国．１　 2 2 1 1
　２．ODA改革（ODA政策，ODA予算削減，常任理事国入りなど） 8 8 4 3 9 2 1 1 1
　３．ODA実施体制改革 3 6 1 4 5 2 1 1 2
　４．分野別対応（貧困対策，人材育成，PKO，環境対策など） 12 7 10 7 9 5 3 2 4 5 2 2 1
　５．国別対応（アフリカ支援，対中国ODAなど） 2 8 7 2 7 6 9 6 4 8 7 1 4
121）どな出輸ラフンイ，ADO進促出輸発原（革改の用運ADO．６　
Ⅳ．反対運動･批判・事故など
　１．効果などで問題となったODA支援事業 2 2 6 1 1 6 3 1 1 1
　２．ODA資金の不正使用など（汚職，天下りなど） 1 3 6 1 1 1 16 2 2 1
　３．ODA関係者の事故など 1 1 1
合計 61 57 68 40 52 97 42 23 49 26 27 10 21
　




（ 4  ）2005年には，その前年末に発生したスマトラ沖地震・津波関連の支援
関連記事数が突出した。



































2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
一般会計予算額（億円） 10,466 10,152 9,106 8,578 9,169 7,862 7,597 7,293 7,002 6,722 6,187 5,727 5,612






























































2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
予算：事業予算 15,596 14,827 14,658 16,250 14,149 15,113 17,047 17,667 17,856 17,016
予算：一般会計予算 8,578 9,169 7,862 7,597 7,293 7,002 6,722 6,187 5,727 5,612
実績：支出総額 12,971 16,176 18,619 17,064 13,584 17,475 16,451 18,829 19,992 18,551





























































（ 1）アフガニスタン復興支援国際会議で「日本は，向こう 2年半で最大 5
―　　―271
ODA再論　幾つかの錯誤　その四
億ドルまでの支援を表明」（2002年 1 月），（ 2）インドネシア・スマトラ沖
大地震被害に対して「当面 5億ドルの無償による支援を発表」（2006年 1
月），（ 3）アジア・アフリカ首脳会議では「今後 3年間で対アフリカ ODA
を倍増すること及び防災・災害復興対策について今後 5年間で25億ドル以上
の支援を行うことを表明」（2005年 4 月），（ 4）第31回主要国首脳会議の
「今後 5年間で日本の ODA 事業量につき2004年度と比較して，100億ドル
の積み増しを目指す旨を表明」（2005年 7 月），（ 5）日本・メコン地域諸国
首脳会議の「地域全体およびカンボジア，ラオス，ベトナムに対する ODA
を拡充し，また地域全体で今後 3年間で合計5, 000億円以上の ODA 支援を
行う旨表明」（2009年 7 月）がある。（ 6）最も直近の例では，2013年 6 月 1




































































































































































































































































8）JICA の広報誌としては，『JICA Frontier』誌と『JICA　国際協力』誌（2005年 9













13）朝日新聞2013年 6 月 1 日付けのアフリカ開発会議関連の記事による。



































25）  NHKBS『どうする日本の ODA』（2007年 6 月27日放映）におけるディベーターの
一人の渡辺利夫の発言。
26）インドネシア・ルピアの対円為替レートは，1980年： 1 Rp. ＝￥0. 3616， 1990年：
1 Rp. ＝￥0. 0786，アジア通貨危機前の1996年： 1 Rp. ＝￥0. 0435，アジア通貨危
機後の1998年： 1 Rp. ＝￥0. 0135， 2000年： 1 Rp. ＝￥0. 0129， 2010年： 1 Rp. ＝
￥0. 0097， 2013年 8 月： 1 Rp. ＝￥0. 0094という推移である。1980年に借入れし
た日本の有償資金協力を現時点で返済するには，40倍ものルピアを用意しなけれ
ばならない。OECD 他 Principal Global Indicators




落した。タイバーツの対米ドル為替レートは，1997年 7 月の 1 US ＄＝24. 5 B で
あったが，アジア通貨危機後の1998年 1 月には 1 US ＄＝56B にまで急落し，
2013年 8 月現在でも 1 US ＄＝31. 81 B である。マレーシアリンギットも，同時



























法制度整備などを約束した（朝日新聞 2013年 5 月24日付および 5月27日付）。
36）この日本企業の投資による工業団地の開発資金として，JICA の海外投融資の投
入も想定されている。
37）  NHKBS『どうする日本の ODA』（2007年 6 月27日放映）におけるディベーターの
渡辺や田中均の発言などがその典型例である。
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